
官民連携に関するＰＲ資料 

企業名 （株）民間資金等活用事業推進機構 

連絡先 
投融資第二部 
TEL：03-6256-0095  E-mail：atsushi.kawarai@pfipcj.co.jp 

官民連携の実績等（このような取組みが出来る、又は、実施している。） 

 機構のプロフィール 

当機構は、平成 25 年 10 月に政府と民間の出資によって設立されました。 公的負担の軽減と

民間投資の喚起を図りつつ、経済成長や豊かな国民生活に資するインフラの整備・運営・更新

を実現するためには、税財源以外の収入により費用を回収する独立採算型等の PFI 事業（利用

料金を民間事業者が徴収し、これにより公共施設等の整備・運営を実施する事業）を特に推進

する必要があります。 
一方、独立採算型等の PFI 事業は、施設の需要変動リスクを民間が負担するものであり、こ

のリスクに対応した資金調達が必要となるところ、我が国では、インフラに対してリスクマネ

ーを供給する本格的な市場が形成されておらず、独立採算型等の PFI 事業の資金組成上の障害

となっております。 
このため、当機構が独立採算型等の PFI 事業のリスクマネーを拠出（優先株の取得（出資）、

劣後債の取得（融資））することによって、我が国における独立採算型等の PFI 事業の推進を

行うとともに、インフラに対してリスクマネーを供給する自律的な市場が形成されていくこと

が期待されております。 
 

 スキーム例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

水道事業者等への要望、官民連携における課題 

 

その他 

 

 


